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次の感染症危機に備えるための対応の方向性

新型コロナウイルス感染症対策本部(R４.６.1７）

【概要】

・新型コロナウイルス感染症対応に関する有識者会議によって、これまでの特措法に基づく対応や、保健・医療
の提供体制等の評価と、これらの対応に係る中長期的観点からの課題の整理がなされた。

・報告書に指摘された課題を踏まえ、次の感染症危機に備え、司令塔機能の強化や保健・医療提供体制の方向
性を策定し、令和４年６月１７日の対策本部にて決定された。

【主な項目】

Ⅰ 次の感染症危機に対応する政府の司令塔機能の強化

・内閣感染症危機管理庁（仮称）の設置

・厚生労働省に「感染症対策部（仮称）」を新設

・新たな専門家組織として日本版CDCの設置

Ⅱ 感染初期から速やかに立ち上がり機能する保健医療体制の構築等

・都道府県と医療機関間で新興感染症等に対応する病床等を提供する協定を結ぶ「全体像」の仕組を法定化

・保健所の機能強化、医療DXの推進

・ワクチン・治療薬の開発、医療物資の計画的な備蓄

Ⅲ 初動対応と特措法の効果的な実施等

・まん延防止等重点措置や緊急事態措置を適切に発動することができるよう、同措置の対象となる新型イン

フルエンザ等の要件について再整理

１.国の対応について

1



項目 国 対応の方向性 道の対応方向

Ⅰ.

政府の

司令塔機能

の強化

【平時】

①内閣官房に「内閣感染症危機管理庁（仮称）」 を設
置

②内閣感染症危機管理庁は、行政各部の有事への備
えが機能しているかチェック

③厚生労働省に「感染症対策部(仮称)」を設置

④感染症に関する科学的知見の基盤・拠点となる日
本版CDCを創設

【道の対応方向】

○R2年7月から副知事を総括室長として総合政策部、
保健福祉部、経済部で構成する対策本部指揮室を設
置

○R3から衛生研究所の感染症センターに健康危機管
理部を設置し、新興・再興感染症の情報収集・分析を
実施

【国において検討いただきたい事項】

○内閣感染症危機管理庁の設置等に当たっては、地
方の情報や意見を速やかに反映できる仕組みととも
に、国と地方が効果的・効率的に連携できる具体的な
方策を早急に検討

○日本版ＣＤＣ等においては、科学的知見に基づく分
析、検証を即時に実施し、感染抑制に有用な客観的で
定量的な情報や、優先順位を明確にした対策をリア
ルタイムに発信

【有事】

⑤有事には、内閣感染症危機管理庁の下、一元的に
対策を実施

⑥政府対策本部長（総理）が各府省庁を指揮監督・指
示

２.これまでの感染症対応を踏まえた今後の道の対応方向
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項目 国 対応の方向性 道の対応方向

Ⅱ．

感染初期

から

速やかに

立ち上がり

機能する

保健医療

体制の

構築等

１.医療提供体制の強化

(1)感染症に対応する医療機関の抜本的拡充

①都道府県は、医療提供体制の確保に関し、数値
目標を盛り込んだ計画を策定

②都道府県が、医療機関と病床の確保等に関する
協定を締結する仕組を創設

③あわせて、協定の履行を確保するため措置を検
討（履行状況の公表等）

【道の対応方向】

○確保病床数等を盛り込んだ「保健・医療提供体制確
保計画」を策定し、病床等を確保

【国において検討いただきたい事項】

○医療機関の安定経営のため、国の責任において十分
な財政支援を行うほか、医療関係者や自治体と丁寧
に調整し、具体的な検討を推進

○症状やリスク等に応じた医療提供体制の在り方につ
いて、国として明確な方針を示すとともに、圏域を超
えた高度で専門的な医療を提供する病床整備を可能
とするため、感染症対応を想定した弾力的な病床制度
の検討
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項目 国 対応の方向性 道の対応方向

Ⅱ．

感染初期

から

速やかに

立ち上がり

機能する

保健医療

体制の

構築等

(2)自宅・宿泊療養者等への医療提供体制の確保等

①都道府県は、医療提供体制の確保に関し、数値目
標を盛り込んだ計画を策定

②健康観察について、医療機関等への委託を推進

③都道府県は、医療機関と医療の提供等に関する協
定を締結する仕組を創設

④健康観察等の生活支援について、一般市町村に
協力を依頼

⑤患者の自己負担分を公費で負担する仕組の創設
を検討

⑥遠隔医療の更なる活用のための基本方針を策定

【道の対応方向】

○治療に関与する医療機関等の確保数を盛り込んだ
「保健・医療提供体制確保計画」を策定し、医療提供体
制を確保

○健康観察については、医療機関や民間事業者への委
託を推進

○生活支援については、市町村との連携を推進

【国において検討いただきたい事項】

○都道府県が行う体制整備を積極的に支援するととも
に、より多くの医療機関が自宅療養者の診療や健康観
察等に携われるよう医師会等に対し、協力要請を継続
的に実施

○健康観察や食事の提供等の生活支援に当たって、都
道府県と市区町村が連携しやすくするため、特措法に
自宅療養者の個人情報提供の根拠を明文化
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項目 国 対応の方向性 道の対応方向

Ⅱ．

感染初期

から

速やかに

立ち上がり

機能する

保健医療

体制の

構築等

(3)広域での医療人材の派遣等の調整権限創設等

①広域的な医療人材の派遣や患者の搬送等の国に
よる調整の仕組を創設

②知事が他の知事に医療人材の派遣応援ができる
仕組を創設

③DMAT等の派遣や活動の円滑化

④マイナンバー制度を活用した看護職の人材活用シ
ステム構築

⑤タスクシフト／タスクシェアを着実に推進

【道の対応方向】

○応援派遣事業（COVID-19支援ナース事業）を活用
し、看護人員の派遣応援を実施

【国において検討いただきたい事項】

○地域医療に影響を及ぼすことのないよう現場に配
慮した上で、国として、医療人材を確保し派遣するな
ど広域的な対応を図る必要

○DMATの派遣・活動は、基本的に災害対応の派遣医
療チームであるため、感染症に対応できる専門人材
の確保・育成を推進するとともに、公衆衛生医師の計
画的な育成を推進

○高齢者施設等の従事職員の感染対応力の向上を図
るとともに、感染症対策の責任者を設置した場合の
報酬加算など、インセンティブ制度を創設し、対応を
促進することを検討
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項目 国 対応の方向性 道の対応方向

Ⅱ．

感染初期

から

速やかに

立ち上がり

機能する

保健医療

体制の

構築等

2.保健所の体制とその業務に関する都道府県の権
限・関与の強化等

①繁忙時の全庁応援態勢を含め、計画的に保健所
の体制を準備

②緊急時に外部保健師等を応援派遣する仕組
（IHEAT）を整備

③都道府県、保健所設置市等の関係者で構成する
協議会の設置を推進

④知事が、緊急時の入院勧告・措置できる権限の創
設を検討

【道の対応方向】

○本庁や振興局の職員派遣のほか、会計年度任用職員
の任用、市町村やIHEATの活用による保健師の派遣
などにより、繁忙時・緊急時に対応

【国において検討いただきたい事項】

○協議会設置等については、地域の実情に応じて、実効
性ある形で運用されるよう、制度設計に当たって、地方
の意見を反映

○国として、保健所の機能強化に対し支援するとともに、
保健師の積極的な派遣やIHEATの拡充等による広域
的な人材派遣調整、自治体の人員確保の財源を措置
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項目 国 対応の方向性 道の対応方向

Ⅱ．

感染初期

から

速やかに

立ち上がり

機能する

保健医療

体制の

構築等

3.検査体制の強化

①都道府県、保健所設置市が試験検査・調査研究

等をするために必要な体制の整備

②都道府県、保健所設置市は、検査の実施能力の

確保の数値目標を設定し、検査実施機関との間

で協定を締結し、計画的に検査能力を確保

③検査試薬や検査キット等、検査に必要な物資の

確保

【道の対応方向】

○「検査体制整備計画」を策定し、検査能力を確保

○感染症の検査や専門性の高い研究を行っている衛生
研究所を中心としたサーベイランス体制を構築

【国において検討いただきたい事項】

○民間検査機関も含めた今後の検査体制に関する方針
を明確に示し、地方衛生研究所等の体制整備に対する、
必要な人的・物的・技術的支援を実施

○感染初期の段階から検査手法を即時に確立するととも
に、地方衛生研究所等による柔軟な検査に対する必要な
支援の実施

○感染拡大期にも、必要な検査が確実に実施できるよう、
地方が行う検査に要する資器材の需給を的確に把握し、
安定的に供給
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項目 国 対応の方向性 道の対応方向

Ⅱ．

感染初期

から

速やかに

立ち上がり

機能する

保健医療

体制の

構築等

4.感染症データ収集と情報基盤の整備・医療DX等
の推進

①医療機関によるHER-SYSでの発生届等を強力
に推進

②他のデータベースの情報との連携等を検討

③G-MIS,HER-SYS,VRS等の各種システムの活
用や発展を推進

④DXの取組を推進

【道の対応方向】

○HER-SYS等のシステムを活用し、効率的な情報把握
を推進

【国において検討いただきたい事項】

○HER-SYSの安定的な運用を実現するとともに、現場
の負担軽減にも資するようシステムを改善

○医療機関の電子カルテシステム等と連動した感染者
情報の把握・管理が可能なシステムを構築し、各種報告
事務の合理化を促進
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項目 国 対応の方向性 道の対応方向

Ⅱ．

感染初期

から

速やかに

立ち上がり

機能する

保健医療

体制の

構築等

5.ワクチン等の開発・効率的な接種体制の確保

①ワクチン等の開発・生産を促進

②治療薬の早期開発・活用等、戦略的な取組を推
進

③今後の新たなパンデミックに備えた枠組を創設

④マイナンバーカードを活用した予防接種に係る
資格確認を導入

【道の対応方向】

○市町村のワクチン接種に係る課題を把握し、地域実情
に即した支援を行っているほか、「北海道ワクチン接種
センター」を設置し、ワクチン接種を推進

【国において検討いただきたい事項】

○治療薬等について、国において十分な量を確保した上
で、医療機関・薬局等への安定供給体制を構築

○ワクチン接種の必要性などについての理解を促進する
ため、科学的データを示し、国として強力かつ継続的な
情報を発信

○ワクチン接種方針の決定等に当たっては、検討段階か
ら自治体に情報提供を行うとともに、現場との対話によ
り、財政面も含め、円滑な接種の実現や実務上の課題の
解消

○個人情報保護に配慮した接種履歴のデータベース化
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項目 国 対応の方向性 道の対応方向

Ⅱ．

感染初期

から

速やかに

立ち上がり

機能する

保健医療

体制の

構築等

6.医療用物資等の確保の強化

①サプライチェーンの把握を含めた平時からのモ
ニタリングを推進

②国、都道府県等、多様な主体による平時からの
計画的な備蓄を推進

③緊急時等に生産・輸入の促進等の要請等を実施
するための枠組を創設

【道の対応方向】

○国からの供給を受け、本庁や保健所において、マスク、
ガウン等の感染防護具を一定程度備蓄し、医療機関等
からの依頼を受け供給

【国において検討いただきたい事項】

○感染防護具に関する備蓄量、備蓄拠点、備蓄品の供給
や入れ替えの考え方等に関して、都道府県の役割など
を明確化

7.水際対策の実効性の向上

①検疫所長による居宅等での待機要請の実効性を
担保するため措置を創設

②検疫所長が隔離措置の実施のための病床確保
に関する協定を医療機関と締結
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項目 国 対応の方向性 道の対応方向

Ⅲ．

初動対応と

特措法の

効果的な

実施等

1.要請等の措置と実効性の向上

①事業者や個人に対する要請等の実効性の向上に

ついて検討

【国において検討いただきたい事項】

○実効性の高い措置が可能となるよう、財政措置を含め
て、法制度を強化

2.その他特措法の対応

①政府対策本部長が行う指示を本部設置時からで

きること等を検討

②事務代行等の要請を政府対策本部設置時からで

きること等を検討

③まん延防止等重点措置や緊急事態措置を適切に

発動することができるよう同措置の対象となる

新型インフルエンザ等の要件を再整理

【国において検討いただきたい事項】

○必要な場面で、政府対策本部の指示が的確に行使さ
れるよう、具体的な適用場面や要件などを設定・明示し、
地方と十分協議の上、制度設計を行い、その意見を反
映

○まん延防止等重点措置や緊急事態措置、法令・諸制度
の検討に当たっては、これまでの対策の効果を検証、分
析した上で、専門家の知見等も踏まえながら、ウイルス
等の特性や感染状況等に応じた全般的な対応方針や措
置等の適用基準を速やかに明確化
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